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(証券コード 4973)

第50期

定 時 株 主 総 会
招 集 ご 通 知
2020年４月１日～2021年３月31日

開催日時

2021年６月18日（金曜日）
午前10時（受付開始　午前９時20分）

開催場所

東京都豊島区西池袋一丁目６番１号
ホテルメトロポリタン　２階　曙の間
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)
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証券コード　4973
2021年６月３日

株　主　各　位
東 京 都 練 馬 区 北 町 三 丁 目 1 0 番 1 8 号

代 表 取 締 役
会 長 兼 社 長 渡　辺　 雅　夫

第50期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第50期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　なお、新型コロナウイルスの感染拡大が懸念されております。感染拡大防止のため、事前に書
面(郵送)又はインターネット等により議決権をご行使いただき、当日のご来場を見合わせていた
だくことも含めご検討くださいますようお願い申し上げます。
【書面（郵送）による議決権行使の場合】
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2021年６月17日（木曜日）午
後5時45分までに到着するようご返送ください。
【インターネット等による議決権行使の場合】
　４頁の「インターネット等による議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、2021年６月17日（木
曜日）午後5時45分までに議決権をご行使ください。

敬　具

【インターネット上のウェブサイトでの開示について】
本招集ご通知に添付すべき書類のうち次の事項につきましては、法令及び当社定款第14条に基づき、イ
ンターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載してお
りません。
1．事業報告の会社の新株予約権等に関する事項
2．計算書類の個別注記表
なお、監査役及び会計監査人が監査した計算書類及び監査役が監査した事業報告は、本招集ご通知に記
載の各書類と当社ウェブサイトに掲載の「会社の新株予約権等に関する事項」及び「個別注記表」とで
構成されています。
当社ウェブサイト　https://www.netjpc.com/

1

招集ご通知



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2021/05/21 10:09:32 / 20701736_日本高純度化学株式会社_招集通知（Ｃ）

記

日 時 2021年６月18日（金曜日）
午前10時（受付開始　午前９時20分）

場 所

東京都豊島区西池袋一丁目６番１号
ホテルメトロポリタン
２階　曙の間
（末尾の「株主総会会場のご案内」をご参照ください。）

目 的 事 項

報告事項
第50期（自2020年４月1日至2021年３月31日）事業報告及び計算
書類報告の件

決議事項
第１号議案　取締役５名選任の件
第２号議案　監査役１名選任の件
第３号議案　取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式

の割当てのための報酬支給の件
第４号議案　取締役（社外取締役を除く。）及び使用人に対して特に

有利な条件によりストックオプションとして発行する新
株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任する件

以　上

●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申し上げます。

●代理人によるご出席の場合は、代理権を証明する書面を議決権行使書用紙とともに会場受付にご提出く
ださいますようお願い申し上げます。なお代理人は、当社定款第16条により本株主総会において議決
権を有する他の株主さま１名に限らせていただきます。

●株主総会参考書類、事業報告、計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
において掲載させていただきます。（https://www.netjpc.com/）

●新型コロナウイルス等の感染予防のため、当日の運営スタッフはマスク・手袋を着用して応対させてい
ただきます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ
ます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送くだ
さい。

次ページの案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2021年6月18日（金曜日）
午前10時(受付開始:午前9時20分)

2021年6月17日（木曜日）
午後5時45分到着分まで

2021年6月17日（木曜日）
午後5時45分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第２号、第３号、第４号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印※議決権行使書はイメージです。

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。

3

議決権行使についてのご案内



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2021/05/21 10:09:32 / 20701736_日本高純度化学株式会社_招集通知（Ｃ）

インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　平日９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 　取締役５名選任の件
　本定時株主総会の終結の時をもって、現取締役全員が任期満了となりますので、取締役５名の選任をお願いい
たしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。
候補者
番　号

氏　　名
(生年月日) 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況 候補者の有する

当 社 の 株 式 数

１

再任
わた
渡

なべ
辺

まさ
雅

お
夫

（1940年１月26日生）

1965年 ４ 月 日本トレーディング株式会社入社
1977年10月 同社機械建設本部　部長代理
1986年 ５ 月 当社入社　取締役社長
1999年 ５ 月 代表取締役社長
2009年 ６ 月 代表取締役会長
2020年 ４ 月 代表取締役会長兼社長（現任）

39,300株

＜取締役候補者とした理由＞
渡辺雅夫氏は、企業経営者としての豊富な経験を活かし、当社の発展に貢献してまいりました。引き
続き豊富な経験と実績、強いリーダーシップと決断力のもと、さらなる当社の活性化に貢献すること
を期待して、取締役としての選任をお願いするものであります。

２

再任
こ
小

さか
坂

 
　

さとる
悟

（1953年７月８日生）

1978年 ４月 富士通株式会社入社
1998年12月 同社経理部主計グループ担当部長 兼 広報室

ＩＲ担当部長
2000年 ６ 月 同社通信事業推進本部経理部長
2002年 ６ 月 同社監査部長兼監査役室長
2006年 ６ 月 富士通アクセス株式会社取締役ＣＦＯ常務執

行役員
2012年 ４ 月 株式会社富士通システムズ・ウエスト常勤監査

役
2014年 ６ 月 当社常勤監査役
2016年 ６ 月 取締役財務経理部長
2020年 ６ 月 常務取締役（現任）

9,700株

＜取締役候補者とした理由＞
小坂悟氏は、他の会社で培った財務・経理の知識、経験並びにＩＲ活動に関する知見を当社の経営に
活かすことにより、当社の企業価値の持続的向上に資する者として期待できるため、取締役としての
選任をお願いするものであります。

5
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候補者
番　号

氏　　名
(生年月日) 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況 候補者の有する

当 社 の 株 式 数

３

再任
こ
小

じま
島

 
　

とも
智

ゆき
敬

（1972年８月９日生）

1996年 ４月 当社入社
2014年10月 経営企画部長部長代理 兼 事業企画部部長代

理
2016年 ４ 月 経営企画部長
2016年 ８ 月 製造部長
2019年 ４ 月 経営企画部長 兼 品質保証部長
2020年 ６ 月 取締役経営企画部長兼品質保証部長（現任）

17,900株

＜取締役候補者とした理由＞
小島智敬氏は、入社以来、技術部門・品質保証部門・経営企画部門等に携わり、会社に貢献してまい
りました。当社の企業価値の持続的向上に資する者として期待できるため、取締役としての選任をお
願いするものであります。

４

再任 社外取締役 独立役員
はやし
林

けん
健

じ
二

ろう
郎

（1940年１月17日生）

1962年 ４ 月 野村證券株式会社入社
1965年 ４ 月 株式会社野村総合研究所入社
1993年 ６ 月 同社代表取締役副社長
2000年 ６ 月 ＮＲＩデータサービス株式会社顧問
2003年 ６ 月 当社社外監査役
2019年 ６ 月 社外取締役（現任）

6,000株

＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割＞
林健二郎氏は、経済、金融全般に精通した知識、経験があり、当社の経営に活かしていただきたいた
め社外取締役としての選任をお願いするものであります。
同氏には引き続き社外取締役として、経済に関する幅広い知識、経験を活かし、当社の中長期的な企
業価値の向上のため、独立した立場から当社の経営を監督いただくことを期待しております。

6
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候補者
番　号

氏　　名
(生年月日) 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況 候補者の有する

当 社 の 株 式 数

５

再任 社外取締役 独立役員
おお
大

はた
畑

やす
康

とし
壽

（1951年８月28日生）

2006年 ９ 月 みずほキャピタルパートナーズ株式会社代表
取締役

2011年 ４月 株式会社アバージェンス代表取締役
2011年11月 株式会社ウエストホールディングス代表取締

役社長
2012年 ４月 株式会社アバージェンス監査役（現任）
2012年 ９月 株式会社カワニシホールディングス取締役
2015年 ９月 同社常務取締役
2016年 １月 株式会社エクソーラメディカル代表取締役社

長（現任）
2017年 ９月 株式会社カワニシホールディングス専務取締

役
2019年 ６月 当社社外取締役（現任）
2020年 ９月 オルバヘルスケアホールディングス株式会社

専務執行役員（現任）

1,000株

＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割＞
大畑康壽氏は、国際ビジネスと金融ビジネス並びに企業経営に関する幅広い知識と豊富な経験を、当
社の経営に活かしていただきたいため社外取締役としての選任をお願いするものであります。
同氏には引き続き社外取締役として、企業経営に関する幅広い知識、経験を活かし、当社の中長期的
な企業価値の向上のため、独立した立場から当社の経営を監督いただくことを期待しております。

（注） 1.　各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.　林健二郎氏は、現在当社の社外取締役であり、就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。
3.　大畑康壽氏は、現在当社の社外取締役であり、就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。
4.　当社は、林健二郎氏、大畑康壽氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第

１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約
を締結しており、各氏の選任が承認された場合、当社は各氏との当該契約を継続する予定でありま
す。

5.　当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、当社取締役を含む被保険者の役員等がその職務の遂行に関し責任を負うこと、または当該責任
の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害を当該保険契約によって填補することとしてお
ります（ただし、法令違反のあることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないな
ど、一定の免責事由があります。）。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の
被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま
す。
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第２号議案 　監査役１名選任の件
　本定時株主総会の終結の時をもって、現監査役のうち徳岡浩氏が任期満了となりますので監査役１名の選任を
お願いいたしたいと存じます。なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　名
（生年月日） 略歴、地位又は重要な兼職の状況 候補者の有する

当 社 の 株 式 数

１

再任 社外監査役 独立役員
とく
徳

おか
岡

 
　

ひろし
浩

（1954年11月24日生）

1977年 ４月 安田生命保険相互会社（現明治安田生命保険相
互会社）入社

2005年 ４月 同社法人支援室長
2008年 ７月 同社執行役員法人営業企画部長
2011年 ４月 同社常務執行役
2014年 ４月 同社専務執行役
2015年 ４月 明治安田システム・テクノロジー株式会社代表

取締役社長
2018年 ４月 株式会社ダイヤモンド・アスレティックス社外

監査役
2019年 ６月 当社社外監査役（現任）
2021年 ２月 株式会社ＢｅｅＸ社外取締役（現任）

0株

＜社外監査役候補者とした理由＞
徳岡浩氏は、コーポレート・ガバナンスやシステムに精通した知識、経験を当社の監査に活かしてい
ただきたいため社外監査役としての選任をお願いするものであります。

（注） 1.　監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.　徳岡浩氏は、現在当社の社外監査役であり、就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。
3.　当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、徳岡浩氏との間で、同法第425条第１項に定める最低

責任限度額を限度として同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、徳
岡浩氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

4.　当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、当社監査役を含む被保険者の役員等がその職務の遂行に関し責任を負うこと、または当該責任
の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害を当該保険契約によって填補することとしてお
ります（ただし、法令違反のあることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないな
ど、一定の免責事由があります。）。候補者が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被
保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま
す。

8
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第３号議案 　取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の割当てのための報酬
支給の件

　当社の取締役の報酬等の額は、2013年６月21日開催の第42期定時株主総会において、年額300,000千円以内
（うち、社外取締役分は年額30,000千円以内。ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含みません。）と
ご承認いただいて今日に至っております。また、2014年６月20日開催の第43期定時株主総会において、上記の
取締役の報酬とは別枠として取締役（社外取締役を除きます。）に対して株式報酬型ストックオプションとして
の新株予約権の割当てのための株式報酬限度額を、年額50,000千円以内とご承認いただいております。
　今般、当社の取締役（社外取締役を除きます。以下「対象取締役」といいます。）が、株主の皆様との一層の
価値共有を進め、当社の企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めるため、現行の株式報酬型ストックオプシ
ョンとしての新株予約権の割当てに代えて、譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といい、本制度に基づき
対象取締役に付与される当社普通株式を、以下「本譲渡制限付株式」といいます。）を導入することといたした
いと存じます。つきましては、上記の株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権の割当てのための株式
報酬を廃止し、上記の取締役の報酬額（年額300,000千円以内）とは別枠として、新たに本譲渡制限付株式の割
当てのための報酬を支給することにつき、ご承認をお願いいたします。これに伴い本株主総会にて本議案の承認
可決を条件として、株式報酬型ストックオプション報酬額の定めを廃止し、今後は当該定めに基づく株式報酬型
ストックオプションとしての新株予約権の割当ては行わないことといたします。
　なお、現在の取締役は７名（うち社外取締役２名）ですが、上記株主総会で第１号議案が原案どおり承認可決
されますと、５名（うち社外取締役２名）となります。
　対象取締役に対して付与する本譲渡制限付株式の内容は以下のとおりです。

１．対象取締役に対して付与する本譲渡制限付株式の数
　　本譲渡制限付株式の付与のために発行又は処分する当社の普通株式の総数は年間最大20,000株とし、本

譲渡制限付株式の割当てのために支給する金銭報酬の総額は、年額50,000千円以内（ただし、使用人兼
務取締役の使用人分としての給与は含みません。）といたします。

　　ただし、当該普通株式の総数については、本株主総会の決議日以降の日を効力発生日とする当社普通株式
の株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。）又は株式併合が行われた場合、当該効力発生日以降、
必要に応じて合理的な範囲で調整できるものといたします。

２．本譲渡制限付株式の発行に伴う払込みに関する事項
　　対象取締役は、原則として毎事業年度、当社の取締役会決議に基づき支給される金銭報酬債権の全部を現

物出資財産として当社に給付し、本譲渡制限付株式について発行又は処分を受けるものといたします。
　　なお、本制度に基づき対象取締役に対して発行又は処分される本譲渡制限付株式の１株当たりの払込金額

は当該普通株式の募集事項を決定する各取締役会決議の日の前営業日の東京証券取引所における普通株式
の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締
役に特に有利な金額にならない範囲において当社の取締役会にて決定いたします。

３．対象取締役に付与する本譲渡制限付株式に関する事項
　　当社と対象取締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）

を締結するものといたします。
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　(1) 譲渡制限期間
　　　対象取締役は、本割当株式の払込期日から当社の取締役の地位を退任等する日までの間（以下「本譲渡

制限期間」といいます。）、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」と
いいます。）について、譲渡、担保権の設定、生前贈与その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制
限」といいます。）ものといたします。

　(2) 譲渡制限の解除条件
　　　対象取締役が本割当株式の払込期日から最初に到来する当社の定時株主総会終結の時までの期間、継続

して、当社の取締役の地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、本譲渡制限期間が
満了した時点をもって譲渡制限を解除いたします。ただし、当社取締役会が正当な理由があると判断し
た場合は譲渡制限の解除の時期を調整するものといたします。

　　　また、対象取締役が、本割当株式の払込期日から最初に到来する当社の定時株主総会終結の時までに、
正当な理由又は死亡により退任等した場合、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除す
る時期を、必要に応じて合理的に調整するものといたします。

　(3) 無償取得事由
　　　対象取締役が、本割当株式の払込期日から最初に到来する当社の定時株主総会終結の時までに、正当な

理由によらず退任等した場合には、当社は本割当株式を当然に無償で取得いたします。
　　　また、上記(2)で定める譲渡制限解除時点において、譲渡制限が解除されていない本割当株式がある場

合には、当社はこれを当然に無償で取得いたします。
　(4) 組織再編等における取扱い
　　　上記(1)の定めにかかわらず、当社は、本譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が

完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会
（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては当社の取締役
会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲
渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものといたします。その場合、譲渡制限が解
除された直後の時点において、譲渡制限が解除されていない本割当株式がある場合には、当社はこれを
当然に無償で取得いたします。

　(5) その他の事項
　　　本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものといたします。
　　　なお、本制度により対象取締役に割当てられた株式は、本譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定、生前

贈与その他の処分をすることができないよう、本譲渡制限期間中は、当社が定める証券会社に対象取締
役が開設する専用口座で管理される予定です。

４．本議案の内容が相当である理由
　　株主の皆様との一層の価値共有を進め、当社の企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めることを目的

として、対象取締役に対する譲渡制限付株式を付与するものであります。
　　当社は2021年２月19日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めて

おり、その概要は事業報告22頁に記載のとおりでありますが、2021年５月19日開催の取締役会において
本株主総会にて本議案をご承認いただくことを条件として、当該方針を改定しており、その内容は下記【役
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　　員報酬等の内容の決定に関する方針等】に記載のとおりです。本議案は、当該改定後の方針に沿う内容の
取締役の個人別の報酬等の付与のために必要かつ相当であり、また、本譲渡制限付株式の価値を割当てに
係る取締役会決議日時点の時価で評価した金額は１．の年額の上限の範囲内とすること、本譲渡制限付株
式の発行済株式総数に占める割合は0.32％（10年間に亘り、本譲渡制限付株式を上限となる株式数発行
した場合における発行済株式総数に占める割合は3.17％）とその希釈化率は軽微であることから、本議案
の内容は相当なものであると判断しております。

【役員報酬等の内容の決定に関する方針等】
１．決定方針
　　当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は役員報酬規程等に定められており、株

主総会で承認された報酬限度額の範囲内で、取締役の報酬は取締役会が指名報酬諮問委員会に一任した
上で決定し、監査役の報酬は監査役の協議において決定することとしております。なお、社外取締役の
報酬等の構成については独立性を担保する等の観点から金銭の基本報酬のみとすることとしております。

２．役員の報酬限度額
　　当社の取締役の報酬等の額は、2013年６月21日開催の第42期定時株主総会において、年額300,000千

円以内（うち社外取締役分は年額30,000千円以内。ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含み
ません。）と承認をいただき今日に至っております。また、2021年６月18日開催の第50期定時株主総
会において、上記の報酬とは別枠として取締役（社外取締役を除く。）に対して譲渡制限付株式の割当
てのための報酬限度額として、年額50,000千円以内と承認をいただいております。

　　監査役の報酬限度額は、2006年６月23日開催の第35期定時株主総会において、年額30,000千円以内
と承認をいただいております。

３．個々の取締役（社外取締役を除く。）報酬等の内容
　　取締役の報酬額については、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有することで、中長期に継

続した業績向上と企業価値向上への貢献意欲や士気を一層高めることを目的に概ね８割から９割を金銭
報酬（５割から６割を役位・職責等に応じた基本報酬、３割程度を前年度業績・個人の成果査定により
算出した短期の業績報酬）、１割から２割を中長期インセンティブとしての株式報酬で構成することと
しております。金銭報酬は月例の固定報酬とし、従業員給与及び賞与とのバランス、世間水準等を考慮
しながら、総合的に勘案して決定することとしております。

　　株式報酬は、譲渡制限付株式報酬と税制適格ストックオプションを導入し、役位・職責等を考慮しなが
ら毎年一定の時期に付与することとしております。

　　取締役の金銭報酬の額及び株式報酬は、取締役会が指名報酬諮問委員会（独立社外取締役２名、代表取
締役１名の３名の委員で構成し、委員長は独立社外取締役）に一任した上で決定することとしておりま
す。
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第４号議案 　取締役（社外取締役を除く。）及び使用人に対して特に有利な条件により
ストックオプションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役
会に委任する件

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の取締役（社外取締役を除きます。以下「対象
取締役」といいます。）及び使用人に対してストックオプションとして新株予約権を無償で発行すること、及び
募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつき、ご承認をお願いするものであります。
　なお、対象取締役に対する新株予約権の無償発行は、取締役に対する金銭でない報酬等に該当し、また、その
額が確定していないため、報酬として割当てる新株予約権の算定方法も併せてご承認をお願いするものでありま
す。なお、第１号議案「取締役５名選任の件」をご承認いただいた場合、割当を受ける対象取締役は３名となり
ます。対象取締役への新株予約権の割当数は、120個を上限とし、その新株予約権の公正価額の総額を含めた取
締役の報酬額は、2013年６月21日開催の第42期定時株主総会においてご承認いただいた「年額300,000千円以
内（うち社外取締役分30,000千円以内）」とします。

1.　特に有利な条件により新株予約権を引き受ける者の募集をすることを必要とする理由
当社は、業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高めると共に、株主様を重視した経営を一層推進するこ
とを目的として、対象取締役及び使用人に対し新株予約権を無償で発行するものであります。

2.　新株予約権発行の要領
（1）新株予約権の割当を受ける者

対象取締役及び使用人
（2）新株予約権の目的である株式の種類及び数

当社普通株式30,000株を上限とする。
なお、当社が株式の分割又は併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により新株
予約権の目的である株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該
時点で権利行使されていない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株
未満の端数は切り捨てるものとする。

調 整 後
株 式 数 ＝ 調 整 前

株 式 数 × 分割又は併合の比率

（3）発行する新株予約権の総数
300個を上限とする。（新株予約権１個につき普通株式100株。ただし前項（2）に定める株式の調整
を行った場合は同様の調整を行う。）

（4）新株予約権と引換えにする金銭の払込みの要否
新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。

（5）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行使価額）
新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により交付を受けることがで
きる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に当該新株予約権に係る付与株式数を乗
じて得られる金額とする。
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行使価額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）における東京
証券取引所の当社株式普通取引の終値の平均値に1.03を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げ
る。ただし、当該金額が新株予約権発行日の終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ直近日の終
値）を下回る場合は、当該終値とする。
なお、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使の場合を除く。）又は自
己株式を処分するときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り
上げるものとする。

既 発 行
株 式 数 ＋

新 規 発 行
株 式 数 × １ 株 当 た り

払 込 金 額
調 整 後
行 使 価 額 ＝ 調 整 前

行 使 価 額 × １株当たり時価
既発行株式数　　＋　　新規発行株式数

なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の
総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株
式数」に読み替えるものとする。
また、新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次
の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調 整 後
行 使 価 額 ＝ 調 整 前

行 使 価 額 × １
分割又は併合の比率

（6）新株予約権行使期間
2023年７月１日から2026年６月30日まで

（7）新株予約権の行使の条件
①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社の取締

役、監査役又は使用人たる地位にあることを要すが、任期満了による退任、定年退職その他正当な理
由のある場合は、その地位を喪失した後１年間はこの限りではない。

②新株予約権の相続は認められない。
③新株予約権の質入れその他一切の処分は認めない。

（8）新株予約権の取得事由及び条件
①当社は、当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が分割会社となる会社分割につい

ての分割契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案並びに株式移転の議
案につき株主総会で承認されたときは、新株予約権を無償で取得することができる。

②当社は、新株予約権者が権利行使をする前に、(7)①に規定する条件に該当しなくなったため新株予
約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができる。

（9）新株予約権の譲渡制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

13
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（10）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
①新株予約権の行使により株式を発行する場合においては増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（11）当社が組織再編を実施する際の新株予約権の扱い
組織再編に際して定める契約書又は計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定
めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとす
る。
①合併（当社が消滅する場合に限る。）
　合併後存続する会社又は合併により設立する株式会社
②吸収分割
　吸収分割する株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社
③新設分割
　新設分割により設立する株式会社
④株式交換
　株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社
⑤株式移転
　株式移転により設立する株式会社

（12）端数の取扱い
新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを
切り捨てるものとする。

（13）新株予約権の公正価額の算定方法
新株予約権の公正価額は、割当日における諸条件を基にブラック・ショールズ・モデルを用いて算定す
る。

（14）その他の条件は、本総会後に開催される取締役会決議により定める。
以　上
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（添　付　書　類）
事 業 報 告
(自　2020年 4 月 1 日

至　2021年 3 月31日)
1.　会社の現況に関する事項
(1)　事業の経過及び成果

　当期の世界経済は新型コロナウイルスの感染拡大で、期初に急激な景気後退に見舞われました。しかし、
先進主要国の大型財政出動と大金融緩和策によって年央以降、下落幅が徐々に縮小し、期後半には世界の貿
易と生産がプラスに転じるなど明かるさが広がりました。感染防止対策のためのオンライン化で半導体需要
が急拡大し、シリコンサイクルの上昇波動に牽引されて秋以降、世界の在庫投資が始まり、国際商品価格も
上昇に転じました。先進技術国を中心に設備投資も始まり、在庫投資と設備投資の拡大で世界景気の新しい
上昇循環が始まる兆しも現れました。期末には変異ウイルスの流行で感染が再拡大するなど、世界は変異を
続けるウイルスの脅威に晒され、景気の先行きはなお不透明ですが、感染防止策などで世界の約半数の国で
感染が収まる気配が見られ、加えてワクチンの接種拡大で感染収束に転じる国が出始めるなど、先行きに一
筋の光が差し始めました。日本経済も年初来、再度の緊急事態宣言やまん延防止等重点措置で消費は依然低
迷し、景気は一進一退を続けていますが、世界景気の回復を背景に輸出主導で徐々に明るさが見られるに至
りました。
　電子部品業界におきましては、５G（第５世代移動通信システム）対応スマートフォンの拡大、リモート
ワークや巣ごもり生活に伴うパソコン需要の増大による下支えもあり、コロナ禍の影響は限定的となりまし
た。期前半にコロナ禍の影響を受けた車載用電子部品については、期後半に持ち直してきましたが、寒波に
よる電力不足や火災事故も重なり、期末には車載用半導体不足が自動車の生産調整に影響する事態となりま
した。
　当社におきましては、急速に拡大した５G対応スマートフォンの需要に支えられプリント基板・半導体搭
載基板用めっき薬品の販売が堅調に推移しました。
　コネクター用めっき薬品の販売も、５G対応スマートフォンの需要拡大に支えられて堅調に推移しました
が、期初のコロナ禍の落ち込みを補うには至りませんでした。
　リードフレーム用めっき薬品の販売は貴金属パラジウム価格の高騰を受けて引き続き売上増に寄与しまし
た。
　その結果、売上高は16,622百万円(前期比28.2%増)、営業利益は955百万円(前期比7.7%減)、経常利益
は1,069百万円(前期比8.2%減)、当期純利益は790百万円(前期比7.9%減) となりました。
　最終用途品目別の状況は次のとおりであります。
(プリント基板・半導体搭載基板用)
　スマートフォン向けのプリント基板や半導体パッケージ基板に適用される貴金属めっき薬品は、技術的な
優位性により販売は堅調に推移し、売上高は5,945百万円と前期比29.1%の増収となりました。
(コネクター・マイクロスイッチ用)
　マイクロコネクター用硬質金めっき薬品の販売については、スマートフォン向け及び産業機械向けの需要
が順調に推移し、売上高は2,819百万円と前期比14.5%の増収となりました。
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(リードフレーム用)
　リードフレーム用パラジウムめっき薬品の販売は、貴金属価格の高騰に伴い、引き続き売上増に寄与しま
した。売上高7,713百万円と前期比37.2%の増収となりました。
(その他)
　時計装飾用等の売上高は144百万円と前期比48.4%の減収となりました。

(2)　設備投資等の状況
　重要な設備投資等はありません。

(3)　資金調達の状況
　該当事項はありません。

(4)　対処すべき課題
①技術開発力の強化
　当社の競争相手は、貴金属めっき薬品業界だけでなく卑金属めっき薬品業界も含みます。したがって、貴
金属めっき技術分野ではタイムリーな改良に対応できる技術開発力及び車載向けや産業機械向け等の新用途
開拓に向けた技術力向上、さらに貴金属／卑金属にこだわらず、業界として技術的に未完成なテーマを厳選
して完成に向けた開発を推進していくことが重要と考えます。
　そのためには、当社の数倍の技術陣容を有する汎用めっき薬品メーカーにも対抗できるユニークな発想を
持つ技術陣の育成が必要となります。引き続き、新分野に積極的にチャレンジする人材、資質の高い人材の
採用と育成により、技術陣のレベルアップを実現し、開発力の強化を図ってまいります。

②営業力の強化
　ここ数年の当社の成長を支えてきたのは、先進国におけるパソコン・スマートフォン等のデジタル機器の
普及でしたが、最近は飽和に近づいています。そのため、新しい市場、新しい事業分野に重点を置いた営業
戦略を推進することが今後の成長に不可欠と考えております。当社製品の優位性をアピールし、景気動向、
業界動向の波とは別にハイエンド製品のデファクトスタンダード化の推進（シェア獲得、粗利増大）、新規
アプリケーションへの参入、海外市場に重点を置いた拡販等を図ります。加えて、新規技術開発の拠点とし
て、重要電子機器メーカー、デバイスメーカーのR&D陣との交流ができるような会社間ネットワークの強化
を行っていきます。
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(5)　財産及び損益の状況の推移
（単位：千円）

区　　　分 第47期
2018年３月期

第48期
2019年３月期

第49期
2020年３月期

第50期
2021年３月期

売 上 高 10,668,455 10,380,734 12,969,564 16,622,470
経 常 利 益 1,179,824 1,155,247 1,165,180 1,069,778
当 期 純 利 益 829,099 844,011 858,127 790,519
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

(円.銭) 144.13 146.36 148.58 136.53

総 資 産 13,385,274 11,799,178 12,645,016 16,149,849
純 資 産 11,101,283 10,220,001 10,750,939 13,249,584
１ 株 当 た り 純 資 産 額

(円.銭) 1,911.18 1,749.52 1,834.00 2,259.10

（注）1.　第50期の状況につきましては、前記（1）事業の経過及び成果に記載のとおりであります。
2.　単位未満は切り捨てて表示しております。

(6)　重要な親会社及び子会社の状況
　該当事項はありません。

(7)　主要な事業内容（2021年３月31日現在）
　当社は、電子部品のプリント基板（パッケージ基板を含む。）、コネクター及びリードフレーム等の接点・
接続部位に使用される貴金属めっき薬品の開発、製造及び販売を主な事業内容としております。特にプロセ
スアドバイス及びアフターフォロー等までも含めた総合的な提案・提供を行っており、ユーザーのニーズに
密着した製品の開発、製造及び販売に努めております。

(8)　主要な営業所及び工場（2021年３月31日現在）
本社及び工場　　東京都練馬区北町三丁目10番18号

(9)　従業員の状況（2021年３月31日現在）
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

47 名 2 名 38.5 歳 11.1 年
（注）上記従業員数には、嘱託社員３名及びパートタイマー５名は含まれておりません。
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(10)　主要な借入先（2021年３月31日現在）
　該当事項はありません。

(11)　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

(12)　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

(13)　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

(14)　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

(15)　その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2.　会社の株式に関する事項（2021年３月31日現在）
(1)　発行可能株式総数 24,640,000株
(2)　発行済株式の総数 5,796,917株（自己株式520,283株を除く）
(3)　当期末株主数 4,191名
(4)　大株主

株 主 名 持株数 持株比率
光 通 信 株 式 会 社 461,600株 7.96％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 363,200 6.27
STATE  STREET  BANK  AND TRUST  CL I ENT
O M N I B U S  A C C O U N T 292,500 5.05
RBC　IST　15　PCT　NON　LENDING　ACCOUNT 272,300 4.70
下 田 益 弘 189,300 3.27
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 
5 0 5 0 0 1 158,400 2.73
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 155,000 2.67
公 益 財 団 法 人 Ｊ Ｐ Ｃ 奨 学 財 団 150,000 2.59
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 135,200 2.33
ワ タ ナ ベ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 118,300 2.04

（注）1.　当社は、自己株式520,283株を保有しておりますが、当該株式については会社法第308条第２項の
規定により議決権を有しておりません。また、上記大株主から除いております。

2.　持株比率は、自己株式を控除して算出しております。

(5)　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
　該当事項はありません。

(6)　その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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3.　会社役員に関する事項
(1)　取締役及び監査役の状況（2021年３月31日現在）

地 位 及 び 担 当 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況
代表取締役会長兼社長 渡 辺 雅 夫
常 務 取 締 役 小 坂 　 悟
常 務 取 締 役 清 原 歓 三
取 締 役 相 談 役 清 水 茂 樹
取 締 役 経 営 企 画 部 長
兼 品 質 保 証 部 長 小 島 智 敬

取 締 役 林　　　健二郎

取 締 役 大 畑 康 壽 (株)エクソーラメディカル代表取締役社長
オルバヘルスケアホールディングス(株)専務執行役員

常 勤 監 査 役 山 本 徳 男
監 査 役 徳 岡 　 浩
監 査 役 横 松 勝 巳

（注）1.　林健二郎氏、大畑康壽氏は社外取締役であります。
2.　山本徳男氏、徳岡浩氏、横松勝巳氏は社外監査役であります。
3.　取締役の林健二郎氏及び大畑康壽氏、監査役の山本徳男氏、徳岡浩氏、横松勝巳氏は、東京証券取引

所に対し、独立役員として届け出ております。
4.　常勤監査役　山本徳男氏は、他の会社で長年にわたり経理・経営企画等の業務や経営に携わってお

り、豊富な経験と財務・会計に関する十分な知見を有しております。
5.　当期中の異動
　　2020年６月19日 常務取締役 井川匡弘氏は任期満了により退任いたしました。
　　2020年６月19日 監査役 松岡俊夫氏は辞任により退任いたしました。

(2)　責任限定契約の内容の概要
　当社は社外取締役及び社外監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、
当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める額を責任の限度としております。

(3)　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており
ます。当該保険契約の被保険者の範囲は当社取締役及び監査役であり、被保険者は保険料を負担しておりま
せん。当該保険契約により被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、または、該当責
任の追及にかかる請求を受けることによって生ずることのある損害について、填補されることとなります。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反の行為であることを認識
して行った行為に起因する損害等の場合には填補の対象としないこととしております。
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(4)　取締役及び監査役の報酬等
　①当事業年度に係る報酬等の総額

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動報酬 ストック
オプション

取 締 役
（社外取締役を除く） 165,251 141,201 － 24,050 6

社外取締役 10,087 9,600 － 487 2

計 175,339 150,801 － 24,538 8
監 査 役
（社外監査役を除く） － － － － －

社外監査役 21,600 21,600 － － 4

計 21,600 21,600 － － 4

（注）1.　上表には、2020年６月19日開催の第49期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び
社外監査役１名に対する報酬等を含んでおります。

2.　2013年６年20日開催の第43期定時株主総会終結の時をもって、役員退職慰労金制度を廃止し同総会
終結後、引き続き在任する取締役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する退
職慰労金を各役員の退任時に支給することを決議いただいております。

　②当事業年度において支払った役員退職慰労金
　2013年６年20日開催の第43期定時株主総会決議に基づき、当事業年度において退任した取締役１名に対
し30,210千円を役員退職慰労金として支払いました。なお、この役員退職慰労金の額には、過年度の事業報
告において役員の報酬等の総額に含めた役員退職慰労引当金繰入額が含まれております。

　③取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の報酬限度額は、2013年６月21日開催の第42期定時株主総会において年額300,000千円以内（う
ち社外取締役分は年額30,000千円以内。ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含みません。）と決議
いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、６名（うち社外取締役は２名）です。
　また、上記報酬とは別枠で、2014年6月20日開催の第43期定時株主総会において株式報酬型ストックオ
プションとしての新株予約権の割当てのための報酬限度額を年額50,000千円以内（社外取締役は付与対象
外）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く｡）の員数は、４名で
す。
　監査役の報酬限度額は、2006年6月23日開催の第35期定時株主総会において年額30,000千円以内と決議
いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、４名です。
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　④役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　　１．決定方針

　当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は役員報酬規程等に定められており、
株主総会で承認された報酬限度額の範囲内で、取締役の報酬は取締役会が指名報酬諮問委員会に一任し
た上で決定し、監査役の報酬は監査役の協議において決定することとしております。

　　２．取締役報酬等の内容
　取締役（社外取締役を除く。）の報酬額については、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共
有することで、中長期に継続した業績向上と企業価値向上への貢献意欲や士気を一層高めることを目的
に概ね８割から９割を基本報酬、１割から２割を中長期インセンティブとしての株式報酬で構成するこ
ととしております。基本報酬は月例の固定報酬とし、従業員給与及び賞与とのバランス、世間水準等を
考慮しながら、総合的に勘案して決定することとしております。
　株式報酬は、株式報酬型ストックオプション（権利行使期間30年間）と税制適格ストックオプション
を導入し、役位・職責等を考慮しながら毎年一定の時期に付与することとしております。
　社外取締役の報酬は、基本報酬と税制適格ストックオプションからなっております。
　取締役の基本報酬の額及び株式報酬は、取締役会が指名報酬諮問委員会に一任した上で決定すること
としております。

　⑤取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、報酬決定手続きの客観性と透明性を高めるため、各取締役の基本報酬の額の決定を指名報酬
諮問委員会に委任しております。
　指名報酬諮問委員会構成員

氏 名 地位及び担当

林 　 健 二 郎 社外取締役（委員長）

大 畑 　 康 壽 社外取締役

渡 辺 　 雅 夫 代表取締役会長兼社長
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(5)　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

社外取締役大畑康壽氏は、(株)エクソーラメディカルの代表取締役社長及びオルバヘルスケアホールデ
ィングス(株)の専務執行役員を兼任しております。当社と各兼任先との間には取引関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

氏 名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
林 　 健 二 郎

当事業年度に開催された取締役会11回の全てに出席し、経済に関する知見を活か
し、専門的見地から議案審議等に必要な発言を適宜行っております。また、指名報
酬諮問委員会の委員長として、当事業年度に開催された委員会９回の全てに出席
し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や取締役の報酬の決定過程にお
ける監督機能を主導しております。

取締役
大 畑 康 壽

当事業年度に開催された取締役会11回の全てに出席し、企業経営に関する知見を活
かし、専門的見地から議案審議等に必要な発言を適宜行っております。また、指名
報酬諮問委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会９回の全てに出席
し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や取締役の報酬の決定過程にお
ける監督機能を担っております。

監査役
山 本 徳 男

当事業年度に開催された取締役会11回の全て、監査役会13回の全てに出席し、議案
審議等に必要な発言を適宜行っております。

監査役
徳 岡 　 浩

当事業年度に開催された取締役会11回の全て、監査役会13回の全てに出席し、議案
審議等に必要な発言を適宜行っております。

監査役
横 松 勝 巳

2020年６月19日就任以降、当事業年度に開催された取締役会９回の全て、監査役
会９回の全てに出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。
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4.　会計監査人の状況
(1)　会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2)　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支給額

公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 18,000千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18,000千円

（注）1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.　当社監査役会は、EY新日本有限責任監査法人の報酬等について、会計監査人としての業務内容、監査
体制等を考慮した結果、上記の金額は相当であると判断し、これに同意しました。

(3)　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役
全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、
解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　また、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合、監査役会は、株主
総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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5.　業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要
　当社は取締役会において、業務の適正を確保するための体制に関して次のとおり決議いたしました。

1.　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(1)　「企業行動規範」を制定し、取締役・使用人に法令遵守及び行動規範を周知徹底するために「コンプラ

イアンス・オフィサー」を取締役会で選任し、「コンプライアンス・オフィサー」は、倫理・法令遵守の
状況について取締役会に報告する。

(2)　監査役及び社外弁護士を通報窓口とする内部通報体制の整備を図り運営する。
(3)　執行部門から独立した社長直轄の「内部監査室」を設け、定期的に実施する内部監査を通じ職務の執行

状況を把握し、法令・定款等に準拠し、適正、妥当かつ合理的に行われているか検証する。その監査結果
を取締役会、監査役会に報告し、必要に応じ会計監査人にも報告を行う。

2.　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　文書管理規程に従い、取締役の職務に係る情報を文書に記録し保存する。
　取締役及び監査役は文書管理規程により常時これらの文書を閲覧できるものとする。

3.　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1)　取締役１名を「リスク・マネジメント担当取締役」として取締役会で選任する。
(2)　取締役・監査役及びコンプライアンス・オフィサー等で構成する「リスク・マネジメント委員会」を設

け、リスク管理体制の整備・充実を図る。
(3)　個々の重要リスク項目ごとに管理責任者を決定し、「リスク管理方針」、「危機管理方針」に基づき、

リスク・マネジメント・マニュアルの整備と管理体制の構築を行う。

4.　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1)　取締役会を原則月１回開催し、独立性の高い社外取締役及び社外監査役出席のもと重要事項の決定、業

務執行状況の監督を行う。
(2)　取締役会での審議の充実を図るため、経営方針・経営戦略・経営計画等についての検討・付議を行う機

関として、社内取締役、常勤監査役及び各部門長により構成される経営会議を設定する。
(3)　組織規程、業務分掌規程、職務権限規程において業務執行に係る責任と執行手続きを規定する。
(4)　社外取締役が過半数の「指名報酬諮問委員会」を設置し、意思決定の客観性と透明性を高める。

5.　監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその使用
人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役から要請があった場合には、取締役と監査役が協議のうえ当社の使用人の中から監査役の職務を補
助すべき使用人を配置する。配置された使用人は、監査役の指揮命令に服するものとし、その人事関係につ
いて取締役は、監査役と協議して行うこととする。
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6.　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
(1)　取締役は、法定の事項に加え法令・定款違反があること、又は当社の業績に影響を与える重要な事項が

あることを発見したときは監査役に都度報告する。
(2)　使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実や法令・定款違反があることを発見したときは、

監査役に直接報告ができるものとする。
(3)　監査役への社内通報システムの整備を図り、適切な体制を構築することにより、コンプライアンス上の

問題について監査役への適切な報告体制を確保する。監査役へ当該報告をしたことを理由とした不利益な
取扱いを禁止し、その旨取締役・使用人に周知する。

7.　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制及び監査役の職務の執行について生ず
る費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針
(1)　監査役は取締役会に加え経営会議その他の重要な意思決定会議に出席し、取締役の職務執行に関して直

接意見を述べる。
(2)　監査役の過半数は社外監査役とし、監査の公正を確保する。
(3)　会計監査人が監査役にその監査計画及び監査実施状況の報告等を定期的に行うほか、内部監査室も内部

監査結果を定期的に監査役に報告するなど、監査役、内部監査室及び会計監査人の３者の連携強化が図ら
れる体制の確保に努める。

(4)　監査役の職務の執行に係る費用は会社が負担する。

8.　反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切関係を持たないことを「企業行動規範」に
定め基本方針としております。また必要に応じて警察、顧問弁護士などの外部の専門機関とも連携を取り、
体制の強化を図ります。

運用状況の概要
1.　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための運用状況

　取締役会を中心とした意思決定プロセスでの審議を充実させるため、取締役会で審議・決定される事項の
うち、特に重要なものについては経営会議にて事前に検討し付議しております。重要な業務執行の決定を代
表取締役社長に委任するとともに適正な職務執行権限委譲を実施し、迅速な職務執行に資するようにしてお
ります。指名報酬諮問委員会を設置し、当社の経営体制、後継者育成計画等についての提言を取締役会に行
っております。

2.　リスク管理等に関する運用状況
　取締役・常勤監査役及びコンプライアンス・オフィサー等で構成する「リスク・マネジメント委員会」に
て全体的なリスク管理を実施しております。リスクの管理状況は、適時、取締役会及び経営会議に報告して
おります。内部監査室は定期的に実施する内部監査を通じ職務の執行状況を把握し、法令・定款等に準拠し、
適正、妥当かつ合理的に行われているか検証しています。その監査結果を取締役会、監査役会に報告し、必
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要に応じ会計監査人にも報告を行っております。情報の保存及び管理について、株主総会議事録、取締役会
議事録及び計算書類等は、法令の定めに則り保存期間を設定し、適切に保存しております。また、経営企画
部を中心として社内各部署に対しコンプライアンス・リスク管理の徹底を図るため、適時、規程を見直し、
社内基本規程の周知徹底の取り組みを推進しております。

3.　監査役への報告に関する体制の運用状況
　常勤監査役は経営会議、リスク・マネジメント委員会等の重要な会議に出席し運用状況を確認しておりま
す。また、会計監査人が監査役にその監査計画及び監査実施状況の報告等を定期的に行うほか、内部監査室
も内部監査結果を定期的に監査役に報告するなど、監査役、内部監査室及び会計監査人の３者の連携強化が
図られる体制をとっております。

6.　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、利益配分につきましては、収益状況に応じた株主様への還元を行うこととする基本方針のもと、
業績及び将来の事業展開と経営基盤強化に必要な内部留保資金等を勘案し実施します。
　当社の経営基盤強化のための内部留保については十分な蓄積ができているものと考えております。また、
中長期的成長路線は今後とも継続していく所存であります。
　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。剰余金の配当の
決定機関は、「会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、
株主総会の決議によらず取締役会の決議による。」旨を定款に定めているため、取締役会であります。
　当事業年度の剰余金の配当につきましては上記基本方針のもと、中間配当金40円、期末配当金40円、合
わせて１株当たり80円といたしました。
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 消 費 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
そ の 他

8,096,622
4,369,972

35,417
103,973

2,472,791
253,549
534,104

7,070
312,546

7,508
△313

8,053,227
210,343

54,073
8,853
1,831

81,344
64,240
76,245
72,402
3,377

466
7,766,638
7,723,637

1,593
36,562
4,845

（負債の部）
流 動 負 債 1,042,889

買 掛 金 619,169
未 払 金 93,263
未 払 法 人 税 等 145,610
賞 与 引 当 金 60,423
設 備 関 係 未 払 金 89,716
そ の 他 34,706

固 定 負 債 1,857,375
長 期 未 払 金 180,882
繰 延 税 金 負 債 1,636,458
資 産 除 去 債 務 40,035

負 債 合 計 2,900,265
（純資産の部）

株 主 資 本 8,974,685
資 本 金 1,283,196
資 本 剰 余 金 1,026,909

資 本 準 備 金 1,026,909
利 益 剰 余 金 7,877,256

そ の 他 利 益 剰 余 金 7,877,256
別 途 積 立 金 4,900,000
繰 越 利 益 剰 余 金 2,977,256

自 己 株 式 △1,212,677
評 価 ・ 換 算 差 額 等 4,121,148

その他有価証券評価差額金 4,117,311
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 3,837

新 株 予 約 権 153,750
純 資 産 合 計 13,249,584

資 産 合 計 16,149,849 負 債 及 び 純 資 産 合 計 16,149,849
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損　益　計　算　書
(自　2020年 4 月 1 日

至　2021年 3 月31日)
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 16,622,470
売 上 原 価 14,658,028

売 上 総 利 益 1,964,441
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,008,920

営 業 利 益 955,521
営 業 外 収 益

受 取 利 息 54
受 取 配 当 金 110,142
雑 収 入 4,236 114,434

営 業 外 費 用
為 替 差 損 175
雑 損 失 1 177

経 常 利 益 1,069,778
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 240
新 株 予 約 権 戻 入 益 3,504 3,744

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 1,073,523
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 274,636
法 人 税 等 調 整 額 8,367 283,003

当 期 純 利 益 790,519
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株主資本等変動計算書
(自　2020年 4 月 1 日

至　2021年 3 月31日)
（単位：千円）

項目

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本
剰余金合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 1,283,196 1,026,909 937 1,027,846 4,900,000 2,652,522 7,552,522
当 期 変 動 額

自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △3,793 △3,793
剰 余 金 の 配 当 △462,928 △462,928
自 己 株 式 処 分 差 損 の 振 替 2,856 2,856 △2,856 △2,856
当 期 純 利 益 790,519 790,519
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額（純 額）

当 期 変 動 額 合 計 － － △937 △937 － 324,734 324,734
当 期 末 残 高 1,283,196 1,026,909 － 1,026,909 4,900,000 2,977,256 7,877,256

項目
株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本

合計
その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △1,251,617 8,611,948 1,983,858 5,108 1,988,966 150,024 10,750,939
当 期 変 動 額

自 己 株 式 の 取 得 △217 △217 △217
自 己 株 式 の 処 分 39,157 35,363 35,363
剰 余 金 の 配 当 △462,928 △462,928
自 己 株 式 処 分 差 損 の 振 替 － －
当 期 純 利 益 790,519 790,519
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額（純 額） 2,133,453 △1,271 2,132,182 3,725 2,135,907

当 期 変 動 額 合 計 38,939 362,737 2,133,453 △1,271 2,132,182 3,725 2,498,645
当 期 末 残 高 △1,212,677 8,974,685 4,117,311 3,837 4,121,148 153,750 13,249,584
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年５月17日
日本高純度化学株式会社

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森　田　高　弘 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宇田川　　　聡 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本高純度化学株式会社の2020年４月１日
から2021年３月31日までの第50期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない
場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減する
ためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第50期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役
が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門

その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及びEY新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監
査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が
適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

2.　監査の結果
(1)　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業

報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。なお、財務報告に係る内部
統制については、本監査報告書の作成時点において開示すべき重要な不備はない旨の報告を取締役等及びEY新日本有
限責任監査法人から受けております。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人　EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2021年５月17日

日本高純度化学株式会社　監査役会
常勤監査役 山 本 徳 男 ㊞
監 査 役 徳 岡 　 浩 ㊞
監 査 役 横 松 勝 巳 ㊞

(注)　監査役全員（３名）は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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〈メ　モ　欄〉
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株主総会会場のご案内

❹
❸

❶

❷
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プラザビル
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東京芸術劇場

西武百貨店

パルコ

マルイシティ

池袋警察署

池袋消防署

東武百貨店

西池袋一丁目
交差点

東京メトロ有楽町線

東京メトロ丸ノ内線

東京メトロ副都心線

要町通り
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新
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沢
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京
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山
Ｒ
Ｊ

羽
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野
上
至

池袋
西口公園

JR線
メトロポリタン口

副都心線
2a出口

会　場
東京都豊島区西池袋一丁目６番１号
ホテルメトロポリタン　２階　曙の間
電話　03－3980－1111（代）

交　通
池袋駅

・JR山手線、埼京線
・東京メトロ丸ノ内線、有楽町線、副都心線
・東武東上線
・西武池袋線

① 南口より徒歩２分
② JR線メトロポリタン口より徒歩１分
③ 西口より徒歩３分
④ 副都心線2a出口より徒歩３分

新型コロナウイルス等の感染予防に関するお知らせ
多くの株主様が集まる株主総会は、集団感染のリスクがあります。株主様の議決権はご出席いただく
他に、書面（郵送）又はインターネット等によって行使することができますので、是非ご利用をご検
討ください。また、ご出席の株主様は、マスクのご着用等、ご自身及び周囲への感染予防の配慮をお
願いいたします。今後の状況により本総会の運営に大きな変更が生じる場合には、当社ウェブサイト
にてお知らせいたします。

出発地から株主総会会場まで
スマートフォンがご案内します。
右図を読み取りください。

地図


